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 評釈等として､ 稲葉孝史 ｢破産管財人の源泉徴収義務｣ 	
号９頁 ()､ 山本和彦 ｢破産管財人の
源泉徴収義務－最高裁判決への所感｣ 金法号頁 ()､ 長尾憲一 ｢倒産家の立場から－最二判平
１を契機として｣ 同号頁､ 若林元伸 ｢破産管財人の源泉徴収義務｣ ジュリ号頁 ()､ 垂井英
夫 ｢破産管財人の源泉徴収義務｣ 税理巻６号頁 ()､ 森稔樹 ｢破産債権者たる退職手当等債権に対
する配当につき､ 破産管財人は源泉徴収義務を負うか｣ ローライブラリー速報判例解説租税法	
() １頁､ 橋本浩史 ｢破産管財人の源泉徴収義務の有無について､ 破産管財人報酬の支払いについては肯
定し､ 退職金の配当については否定した事例｣ 税経通信巻７号頁 ()､ 池本征男 ｢破産管財人の源
泉徴収義務｣ 税務事例巻６号１頁 ()､ 末崎衛 ｢未払退職金の配当に対する破産管財人の源泉徴収義務
の存否｣ 税務号頁 ()､ 近藤隆司 ｢破産管財人の源泉徴収義務｣ 明治学院大学法律科学研究所
年報 巻頁 ()､ 野村秀敏 ｢破産管財人の源泉徴収義務｣ 金判号８頁 ()､ 古田孝夫 ｢弁護
士である破産管財人は､ 自らの報酬の支払について､ 所得税条１項２号所定の源泉徴収義務を負うかほか｣














を検討する｡ また､ 本稿では､ 源泉徴収義務を負う者である ｢支払をする
者｣ (所得税法６条､ 	条１項､ 

条１項､ 条１項等) の意義 (要件)
を検討し､ この点から上記の問題を考察する｡
なお､ 本判決は､ 平成年法律第号による改正 (廃止) 前の破産法下





訴人・上告人､ 以下 ｢Ｘ｣ という｡) が破産管財人に選任された｡ ＸはＡ


 全国倒産処理弁護士ネットワーク ｢破産管財人の源泉徴収義務に関する実務の扱いについて｣ 事業再生と
債権管理
号頁 ()｡
 評釈等として､ 桐山昌巳 ｢破産管財人の源泉徴収義務｣ 銀法号
頁 ()､ 中西正 ｢破産管財人の源
泉徴収義務｣ 同号頁､ 佐藤英明 ｢破産管財人が負う源泉徴収義務再論｣ 税務事例研究	号頁 ()､
山本和彦 ｢破産管財人の源泉徴収義務に関する検討－大阪高判平成４に対する疑問を中心に｣ 金法
号頁 ()､ 岡正昌 ｢破産管財人の源泉徴収義務に関する立法的検討｣ 同号頁 ()､ 石井教文
｢労働債権の配当・弁済に伴う破産管財人の源泉所得税の徴収・納付義務｣ 自由と正義
巻号頁 ()､




)､ 金井恵美子 ｢破産管財人の源泉徴収義務について｣ 税法学巻３頁 (
)､ 伊藤雄
太 ｢破産管財人の源泉徴収義務｣ 税法学	巻	頁 () などがある｡
社の破産手続において､ 破産管財人として､ ①裁判所の許可を得て破産管
財人報酬をＸ自身に支払い (以下､ この報酬を ｢本件報酬｣ という｡)､ ま
た､ ②破産宣告の日をもって退職したＡ社の元従業員ら名に対し､ 未





定処分をした (以下､ これらの処分を総称して ｢本件各処分｣ という｡)｡























本稿は､ 上記で触れたように､ ①および④の争点には触れず､ ②および
③の争点のみを論じていく｡ なお､ 以下で引用するＸ・Ｙの主張は､ 特に
断らない限り１審での主張である｡
 
ア Ｙは､ 所得税法条および条１項にいう ｢支払をする者｣ とは､
｢支払に係る経済的出捐の効果が最終的に帰属する者｣ であれば足りる
と主張した(４)｡ その理由は以下の２つである｡











この通達は､ ｢法第４編《源泉徴収》に規定する 『支払の際』 又は 『支




のに適した者すなわち ｢支払をする者｣ は ｢支払に係る経済的出捐の効
果が最終的に帰属する者｣ であれば足りるとする｡ また､ 後述するよう
に､ Ｘが主張する ｢現実に支払という行為ができる者｣ という限定を加









イ Ｙは､ 上記主張を述べた上で､ 破産者 (Ａ社) が ｢支払をする者｣ に

















ア これに対しＸは､ ｢支払をする者｣ とは､ ｢支払に係る経済的出捐の効
果の帰属主体｣ であると同時に ｢自らの権限で支払行為をなしうる者｣
でなければならないと主張した｡ その理由は以下の２つである｡












② ｢源泉徴収に関して規定する法律の規定 (所得税法６条､ 国税通
則法条２項２号等) は､ いずれも支払という行為に着目し､ 支払
という行為をする者に源泉徴収義務を課している｡ これは､ 当該給
与､ 退職金､ 報酬等の支払をする者は､ 徴収すべき税額を容易に算












Ｘは､ 控訴審でさらに ｢支払｣ という文言に着目し､ ｢源泉徴収義務
に関する所得税法・国税通則法の規定 [中略] も､ 『支払』 という文言
を用いるのみならず､ 『支払をすべき者』 ではなく 『支払をする者』 と
規定しており､ 現実に 『支払』 という行為をし､ 又はこれをすることが
できる者､ すなわち 『自らの権限で支払をすることができる者』｣ とい
う要件が必要であると主張している｡ 実際に天引きが可能な者でなけれ
ば ｢支払をする者｣ には該当しないというわけである｡





















あることに照らすと､ 上記 『支払をする者』 とは､ 経済的利益移転の一
方当事者､ すなわち､ 本件退職金の場合は､ その経済的出捐の効果の帰
属者である破産会社であると解されるから､ 破産会社は､ 上記 『支払を
する者』 として同条に基づく源泉徴収義務を負担するものということが
できる｡｣
イ 前述のとおりＸは ｢支払｣ の意味を ｢現実に支払行為ができること
(実際に支払う権限があること)｣ としたが､ この点について控訴審判決
は､ ｢文理解釈上､ 『支払をする者』 にいう 『支払』 を現実の 『支払行為』
の意味に限定して解すべきまでの根拠に乏しいといわざるを得ない｣ と
し､ Ｘの主張を退けた｡ そして控訴審判決は､ Ｙの主張と同様に､ ｢支
払｣ の意味を ｢債務が消滅する一切の行為｣ と解した｡






した｡ 源泉徴収をすることが可能な者 (破産管財人) が存在するので源
泉徴収をせよ､ というわけである｡
ウ また､ Ｘは､ ｢破産会社が本件退職金の支払に関し源泉徴収義務を負
担するとしても､ 破産管財人は､ 破産会社の代理人でも機関でもないか


















これに対し､ 本判決は､ 本件報酬については控訴審判決と同様に､ Ｘに
源泉徴収義務があると判断した｡ しかし､ 本件退職金配当に係るＸの源泉
徴収義務は否定し､ 控訴審判決を破棄して､ Ｘの請求 (源泉所得税の納税
義務の不存在確認請求) のうち本件退職金に係る部分を認めた｡


















はできない｡｣ と述べ､ 破産管財人と元従業員に ｢特に密接な関係｣ が
ないと指摘した｡




い｡｣ とした｡ これは､ 控訴審判決が破産管財人の管理処分権を根拠に
源泉徴収義務を認めていたことを否定し､ 管理処分権が源泉徴収義務を
承継する根拠にはならないということだと思われる｡
ウ そして､ 本判決は､ ｢破産管財人は､ 上記退職手当等につき､ 所得税







には該当しないとしたが､ 破産者 (Ａ社) が ｢支払をする者｣ に該当す
るか否かは明示していない｡ 言い換えれば ｢支払をする者｣ がどういっ




課されることになるはずである (所得税法条､ 条)｡ しかし､ 前述
したとおり､ 従来の破産実務では､ 破産債権に対する配当に関して､ それ
が給与等や退職手当等の労働債権に対するものであっても源泉徴収を不要






事業者が破産すると､ 破産の時点でその事業者 (破産者) が有している
財産が破産財団とされ (旧破産法６条､ 破産法条)､ その管理処分権は
裁判所が選任する破産管財人に専属する (旧破産法７条､ 破産法条)｡
破産者の従業員に対する未払給与や未払退職金がある場合､ これらの債権

















































を要するかについては､ 源泉徴収を必要とする見解 (必要説) と､ 源泉徴




















 同旨､ 桐山・前掲注頁､ 中西・前掲注頁｡
	 立法論として破産管財人の源泉徴収義務を認めるべきとする見解として､ 岡正昌 ｢破産手続と租税に関す












『給与所得』 『退職所得』 に該当する以上､ それを支払う者に源泉徴収義務
が発生すると考えることが現行法の解釈として最も自然である｡｣
イ 個別的強制執行と破産手続との相違
後述するように (本項２)､ 不要説は､ 個別的強制執行の場合に､ 配
当を行う裁判所が源泉徴収することはないことを指摘している｡ そして､









① ｢賃金不払いがあり､ 個別執行が行われた場合には､ 賃金債権に対
応した金銭を現実に債権者 (従業員) に渡しているのは執行機関であ
るが､ その所得税法上の支払者は別に存在する雇用主と考えるのが自
然である｡ したがって､ 個別執行により (換言すれば､ 個別執行とい
う方法で) 支払われた給与等につき､ 雇用主は源泉徴収､ 納付義務を
負うことになる｡｣
② ｢包括執行たる破産手続においては､ 雇用主に代えて破産財団 (破
産財団法主体説をとる場合) または破産管財人 (破産管財人法主体説













佐藤氏は､ 破産手続の場合に誰が ｢支払をする者｣ に該当するかを明確
には述べていないが､ おそらくは､ 個別的強制執行の場合と同様に､ 雇用
主が ｢支払をする者｣ に該当し､ 雇用主の地位に付着する源泉徴収義務を
破産管財人が引き継ぐと考えているのであろう｡
ウ 支払済給与の場合との不均衡



























































これに対し､ 不要説には､ ① (仮に破産者が源泉徴収義務を負うとして
も) 破産管財人が破産者の源泉徴収義務を破産者に代わって (または引き
継いで) 行う義務を負わないとする見解､ ②そもそも破産者自身が源泉徴














ならない｡ しかし､ 破産管財人の法的地位については､ 破産者代理
説あるいは破産者・破産債権者代理説が過去に唱えられたことはあ
るものの､ 現在この見解に立つものはいない｡｣
② ｢国税徴収法２条号は､ 『執行機関』 の定義として､ 『滞納処分
を執行する行政機関その他の者 (以下 『行政機関等』 という｡)､ 裁















































① ｢源泉徴収義務は､ 他人 (受給者) の所得税をその他人に代わっ
て徴収し､ 国に納付する制度です｡ 所得税法は申告納税制度を採用









外的な制度 (原則は申告納税制度) であると指摘した上で､ ｢支払をする
者｣ の範囲も限定的に解すべきであるとし (①)､ 自ら支払う権限がない
ならば､ 天引きも困難になるので､ 破産者自身にも源泉徴収義務は存在し






この見解は､  と異なり､ 破産者ではなく破産管財人自身がその固
有の義務として､ 配当について源泉徴収義務を負うかを問題とし､ これを
否定する見解である｡
















イ 受給者との間に ｢特に密接な関係｣ がないこと
 山本和彦氏は､ 以下のように述べ､ ①破産管財人と破産者の元従業員
の関係および②破産債権者団と破産者の元従業員の関係のいずれの関係
においても ｢特に密接な関係｣ が見出せないので､ 源泉徴収義務は存在
しないと主張している()｡
① ｢破産管財人は賃金債権者等からの労務の給付を受けたわけでは











 永島・前掲注	頁｡ 同旨､ 金井・前掲注	９頁｡ なお､ 引用箇所の ｢上記判例｣ とは､ 岐阜地裁昭和

年２月日判決判時	号頁を指す｡ また､ 引用箇所の ｢学説｣ とは､ 金子宏 『租税法』 
頁 (弘文堂､







者等 (元従業員) との間で､ ｢特に密接な関係｣ (｢特別な関係｣) が認め
られないならば､ 破産管財人に源泉徴収義務を負わせることには疑問が
あるとした上で､ 上記①のように主張している｡ 源泉徴収制度が成立す





にも ｢特別な関係｣ が必要であろうと言及し､ 上記②のように主張して
いる｡ 元従業員の労働債権 (未払給与あるいは未払退職金) は､ 他の債
権より優先的に配当される()｡ 破産管財人がこの配当に関して源泉徴
収義務を負うのであれば､ これに要する費用 (破産管財人報酬または税
理士費用等) が生じる結果､ 元従業員以外の破産債権者ら (破産債権者
団) への配当が減少することになると思われる｡ このような費用負担の
問題を考慮して､ 山本氏は､ 破産債権者団と破産者の元従業員にも ｢特
別な関係｣ を要すると解していることがうかがえる｡
 末崎衛氏は､ 以下のように述べ､ ①破産管財人と元従業員との関係お
よび②破産管財業務の実情の２つから､ 破産管財人の源泉徴収義務は存
在しないとしている()｡
① ｢破産管財人は､ その職務の中立性を保つため､ 破産した事業者
とは利害関係のない弁護士が就任するのが通例であって､ その事業






 旧破産法では､ 破産宣告前の原因に基づいて生じた労働債権はその全額が優先的破産債権にあたる (旧破























































産配当の ｢支払｣ を所得税法にいう ｢支払｣ には該当しないとして､ 破
産管財人の源泉徴収義務を否定すべきと考えている｡
















には賛成であるが､ その結論に至る理由は異なる｡ 筆者は､ ｢支払をする
者｣ の意義 (要件) を､ Ｘの主張と同じく①当該支払に係る経済的出捐の
効果の帰属主体であって､ かつ､ ②自らの権限で支払が可能である者と解











として､ 支払者と受給者との間に ｢特に密接な関係｣ があることを挙げて





がないと述べているから (第３・２イ)､ 山本氏は､ ｢特に密接な関係｣
を ｢支払を受ける者と源泉徴収義務者との間に直接の契約関係があること｣
と理解していると思われる｡ また､ 永島正春氏も､ 破産管財人と労働債権
者との間に 『給与等』 のメルクマークである雇用関係又はそれに類する法
律関係及びそれに基づく労務の提供が全くないという理由で､ 源泉徴収義



















一方､ 自らの権限で支払が可能な者であることが ｢支払をする者｣ の要
件であるか否かについては､ １審判決・控訴審判決とも､ Ｙの主張と同様
に要件ではないとしている (本判決は､ この点についても言及していない)｡
しかし､ Ｘの主張のとおり､ これも要件であると解すべきである｡ その理
由は､ 所得税法が源泉徴収義務の要件として ｢支払｣ という文言を用いて
いることにある｡












この ｢支払｣ の意義について控訴審判決は､ 前述したとおり､ 現実の
｢支払行為｣ の意味に限定して解すべきまでの根拠に乏しいと述べている｡
これは､ 所得税基本通達～共－１や広島高裁昭和年７月日判決
行裁例集巻７号	頁が､ ｢支払｣ を ｢現実の支払のみならず､ 税法上
支払と同視し得るべきものを指す｣ と解していることを根拠とするものと


























頁｡ 同旨､ 山本・前掲注頁､ 石井・前掲注頁など｡ 他に､ 浦東久男 ｢源泉徴収
と支払概念｣ 税法学












帰属主体｣ ではある｡ しかし､ 配当は破産管財人Ｘの権限で行っておりＡ
社の権限によるものではないから､ ｢自らの権限で支払が可能である者｣
に当たらない｡ したがって､ Ａ社は､ 本件退職金配当について ｢支払をす
る者｣ に当たらない｡
また､ 破産管財人Ｘは､ 本件退職金配当を自らの権限で行っており ｢自
らの権限で支払が可能である者｣ には当たるが､ これによる退職金債務消
滅の効果はＡ社に帰属しＸには帰属しないから､ ｢経済的出損の効果の帰
属主体｣ に当たらない｡ したがって､ Ｘも本件退職金配当について ｢支払
をする者｣ に当たらない｡










 池本・前掲注４頁は､ 破産者を ｢経済的出捐の効果の帰属主体｣ と解することに疑問を示す｡
視することができるとしている｡









































イ また､ 佐藤氏は､ 破産手続の場合には ｢事業主の地位に付着する義務








ウ さらに､ 佐藤氏は､ 不要説に立つと支払済給与の場合との不均衡が生
じるとも指摘し､ この点からも必要説を採るべき旨主張する (第３･１
ウ)｡







 破産管財人が破産者とは異なる ｢第三者｣ として扱われることがある｡ 裁判例として､ 建物保護法１条の



















判決は､ ｢支払をする者｣ の意義について明示されていないが､ 本件の控
訴審判決などと同様､ 自らの権限で支払が可能である者であることは要件
としていないものと推測される｡ また､ 源泉徴収における ｢支払｣ には債
務免除も含まれるという考え方が実務上は採られており()､ この点につ
いても検討する必要があると考えている｡ 今後､ これらの判決等について
も検討し､ ｢支払をする者｣ の意義をより深く考察していきたい｡


 桐山・前掲注	頁｡
	 裁判例として､ 大阪地裁平成９年５月日判決税資号
頁がある｡
